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２．事業の概要と成果 

（１）上位目標の達成度 

 

 

本ＰＣＤ第 2年次事業の上位目標として、「カンボジア政府の国家地

雷処理戦略に記載される『２０２５年までに判明している全ての地雷汚

染地域を開放する』という国際公約の達成に資すること」を掲げた。 

この上位目標を達成するためには、依然殆ど手付かずのまま残されて

いる①タイ国境沿いの密生する竹林・灌木に覆われた高密度の地雷原・

不発弾汚染地域を迅速に処理するための高度な処理技術をカンボジア地

雷処理機関（以降、「ＣＭＡＣ」と記載）に確実に移転すること、②О

ＪＴ（地雷処理実務を通ずる教育）で実施する地雷原の実処理活動にお

いて少しでも多くの上記地雷原を処理することが必要であり、これらを

本第 2年次事業のプロジェクト目標や事業内容の中に具体化して 1年間

の活動を実施した。 

この結果、ＣＭＡＣへの技術移転については、後述の「達成された効

果」で詳しく述べる通り、処理が困難な地形・植生等、あらゆる状況や

形態の汚染地域にも対応できる統合地雷処理要領を、主としてＯＪＴを

通じ、ＣＭＡＣの履修者（第１２０小隊等４７名）に定着させることが

出来た。 

また地雷原の処理面積も、密生した植生や高密度の地雷原という厳し

い作業環境にも拘わらず、申請時の目標値１７０ヘクタールを、実績と

して達成した。（第 1年次の実績１６３．９ヘクタール） 

 従って本事業の上位目標である「２０２５年までの全ての地雷汚染地

域の開放」に向けて、着実な進捗を遂げることが出来たものと思料す

る。 

（＊本事業を以下「ＰＣＤ事業」と呼称。ＰＣＤ＝Ｐｒｏｍｏｔｉｏｎ  

ｏｆＣｏｍｍｕｎｉｔｙ Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ ｗｉｔｈ Ｄｅ 

－ｍｉｎｉｎｇ ｉｎ Ｂａｎｔｅａｙ Ｍｅａｎｃｈｅｙ） 

（２） 事業内容 

 

 

ア 技術移転 

（ア）ОＪＴを通じた技術移転 

ＣＭＡＣが選考した第１２０機動小隊を主対象として、ＤＭ（Ｄｅ

ｍｉｎｉｎｇ Ｍａｃｈｉｎｅ＝地雷除去機）とＢＣ（Ｂｒｕｓｈ 

Ｃｕｔｔｅｒ＝灌木除去機）をもって機械処理を担任する開発チー

ムや地雷・不発弾処理技術の特技者であるＥＲＷＩチーム（Ｅｘｐｌ

ｏｓｉｖｅ Ｒｅｍｎａｎｔｓ ｏｆ Ｗａｒ Ｉｎｔｅｒｖｅｎｔ

ｉｏｎ）と連携した統合地雷処理要領を技術移転した。 

具体的な技術移転項目は以下の通りである。 

①竹林・灌木林除去を伴う地雷処理現場への進入路構築要領 

ＢＣによる伐採や排土板による作業を中心とし、密生した植生 

を処理して地雷原に通じる安全かつ適切な進入路を設定し建設。 

②密生する竹林に覆われた高密度の地雷原の統合処理要領 

    密生した竹林に覆われた高密度の地雷原を安全かつ効果的に処

理するため、機械力と人力を適切に組み合わせた統合地雷処理要

を、主としてＯＪＴを通じた教育を実施した。 

   この際特に、以下の各項目を重視。 



（様式４） 

2 

 

     ●密生する竹林におけるＤＭの処理要領 

     ●地雷処理の各段階におけるドローンの活用 

     ●ＳＯＰ（処理作業手順）に基づく基礎・基本の徹底 

③小隊長等の管理者に対する管理技法（特に安全管理要領） 

事業期間中の様々な活動場面の機会を捉えて、ＪＭＡＳ専門家 

がＣＭＡＣのサイトマネージャーや小隊長等管理者クラスの隊員 

に、安全管理を含む管理技法を教育。 

 

（イ）野外集合教育訓練 

    ＰＣＤ事業編成外のＣＭＡＣ隊員２５名をカンボジア全土から

ＰＣＤ事業地に招集し、統合地雷処理要領を普及教育した。 

 

（ウ）事後評価（巡回指導） 

ＣＢＰＤ事業（Ｃａｐａｃｉｔｙ Ｂｕｉｌｄｉｎｇ Ｐｒｏ

－ｊｅｃｔ ｏｎ Ｄｅｍｉｎｉｎｇ ｆｏｒ ＣＭＡＣ、２０

１４〜１６年度にバッタンバン州で行った事業）で教育を履修し

たＣＭＡＣの小隊やチームに対して、ＣＢＰＤで技術供与した教

育効果の普及状況を確認・評価した。 

 

イ 地雷処理 

   ＯＪＴの一環として、マライ郡に存在する密生した竹林や灌木に 

覆われた高密度の複合地雷原を実処理した。 

併せて住民要請に基づき地雷・不発弾を回収・処理した。 

 

ウ 危険回避教育 

   被害者減少に寄与するため、事業地近傍の集落や小・中学校で、 

  住民や生徒を対象に、危険回避教育を実施した。 

 

エ 事業費の低減に繋がるＣＭＡＣからの協力受け 

   地雷探知機、ＢＣ、トラック、草刈機、爆薬類等は、引き続きＣ 

  ＭＡＣから無償貸与を受けるとともに、重機材運搬のためのトレー 

ラーも無償の便宜供与を受けられるよう調整した。 

 

オ 地域復興支援「安全な村づくり事業」（Ｓａｆｅｔｙ Ｖｉｌｌａ 

ｇｅ Ｃｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎ、以下「ＳＶＣ事業」）（参考） 

   地雷・不発弾処理後の地域における貧困撲滅や経済発展、教育の 

  充実につながるよう、学校校舎建設、簡易道路建設等を、ＪＭＡＳ 

の自己資金で実施した。 

 

カ 広報（参考） 

   カンボジアが抱える地雷・不発弾の現状や、そうした問題の解決 

  を支援する日本国政府やＪＭＡＳの活動を努めて広く発信すべく 

努力した。 
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（３） 達成された効果 

   

ア 技術移転 

（ア） ＯＪＴによる技術移転 

（ａ）達成された成果 

  ① 竹林・灌木除去を伴う地雷原処理現場への進入路建設要領 

  植生繁茂地において、地雷処理現場進出のため、作業隊独力 

で約１００ｍ程度の進入路を１０本建設するとともに、ＳＶＣ事 

業の支援を受けて約１．５ｋｍの道路１本を建設した。 

  特に前者に関しては、地雷原の道路からの離隔度や地形・植 

生条件等に関わらず、作業隊が独力で主導的に地雷原に進出し、 

処理作業に着手出来る能力を保有させた。 

 

② 密生する竹林に覆われた高密度の地雷原の統合処理要領 

● 密生する竹林におけるＤＭの処理要領  

   上位目標である「２０２５年までに全ての地雷汚染地域の解 

放」に資するためには、タイ国境沿いの密生した竹林におけ 

るＤＭの効率的かつ確実な運用要領を確立することが不可欠 

である。このため、本事業間、竹林の密生度に応じたＤＭの 

処理要領を検討し、試行錯誤の末に一案を得て、参考資料「竹 

林での機械処理」として作成することが出来た。 

 ３年次以降の技術移転項目として、ＣＭＡＣに普及させる。 

 

＊添付補足資料 

        別冊第１ 「竹林での機械処理」 

 

    ● 地雷処理の各段階におけるドローンの活用 

      本事業間、処理活動の計画立案から処理現場や周辺地域の 

現況確認、作業指示、作業成果分析、教育指導等の各段階で 

     ドローンの鳥瞰写真の活用法について検討し、その有用性 

     が確認された。 

 特に、対戦車地雷の恐れのある地雷原におけるパイロット 

レーンの選定に当り、昔の道路跡を映し出すドローン写真に 

より、対戦車地雷埋設の蓋然性の高い地域が一目瞭然に判定  

でき、より有効なパイロットレーンの選定が可能となった。 

 このため、これを参考資料「ドローンを使用したＤＭ処理 

地域におけるパイロットレーンの選定要領」として、作成し 

た。 

      なお、ドローンについては、パイロットレーン以外にも、 

様々な有用性が考えられるところ、第３年次事業でも引き続 

きその活用法を検討し、適宜資料を作成してゆく。 

   

＊添付補足資料 

別冊第２「ドローンを使用したＤＭ処理地域におけるパイ

ロットレーンの選定要領」 

 

● ＳＯＰ（処理作業手順）に基づく基礎・基本の徹底 
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・ＰＣＤ第２年次事業開始直後に学科素養試験を実施した。 

第１２０小隊（２９名）の平均点は７３．７点で、合格点 

の７０点に達しない隊員が散見された。隊員個々の弱点を 

認識し、処理作業中に機会を捉えて、ＳＯＰの基礎・基本 

事項について補足的な個別指導を行い、地雷処理員（ディ 

マイナー）の知識技能の向上に努めた。この結果、修了試 

験では全員が合格点に到達することが出来た。 

    

＊添付補足資料 

別紙第１「学科素養・修了試験成績一覧表」 

 

・ＳＯＰに基づき救急救命訓練を実施した。事故発生時の負 

傷者自らへの処置、近傍隊員・班長による応急処置、連絡 

要領、担架搬送、ヘリポートへの搬送等の一連の行動につ 

いて、全員が理解し、迅速な連携行動が実施できるように 

なるとともに、隊員の安全管理意識の高揚を図ることが出 

来た。 

 

＊添付補足資料 

       別冊第３「救急救命訓練成果報告」 

 

     ・ＪＭＡＳ専門家が、小隊長及びチームリーダーとともに 

ディマイナーひとりひとりの作業を確認し、基礎・基本を 

再徹底することにより、ディマイナ―が自ら考え、自信を 

持って適切に処理作業が実施できるようになった。 

 

③ 小隊長等の管理者に対する管理技法（特に安全管理要領） 

     ●ＪＭＡＳのノウハウを、今後広くＣＭＡＣに普及出来るよう、 

教官対象者３名（サイトマネージャー、副サイトマネージャ 

ー、開発チームリーダー）を選抜して、以下の教官としての 

技能を指導し、習得させた。 

即ち、教育準備、教官の話法、資料等を活用した説明・教 

育要領、教育結果の評価・分析等一連の教官動作を実習させ 

ると共に、素養・修了試験の試験官や技術供与実習訓練、野外 

集合訓練等の補助教官として運用した。 

 

 ●小隊長等の現場管理者に、計画策定、作業指示、工程管理 

各種の処理技術指導、安全管理、物品管理など組織管理者 

として必要な事項を反復指導した。この結果、専門家の指導 

がなくても、概ね適切に実施できるレベルに到達した。 

特に、今年度から補給担当者を配置して積極的に現場進出 

させ、小隊長やチーム長の統制下に置いたことにより、物品 

管理及び資材等の補給や整備が円滑になった。 

またＰＣＤ事業地の州を管轄するＣＭＡＣ地方本部ＤＵ１ 

（Ｄｅｍｉｎｉｎｇ Ｕｎｉｔ １）との密接な連携や情報共 
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有の重要性について指導した結果、上級本部との意思疎通も 

大幅に改善された。 

 

●サイトマネージャーに、「救急救命訓練」の計画を起案させ、指

導・統制を加えた上で、その計画をもって実際の救急救命訓練

を実施し、各種活動の起案～実施～成果分析までの一連の管理

者業務を理解させた。 

 

   ④  その他      

     ＪＭＡＳ専門家が、誠意をもって毎日作業現場に足を運び、き

め細かい丁寧な指導を加えることにより、ＣＭＡＣ隊員の間に

専門家の指導を素直に受け入れ、自ら積極的に指導に従う信頼

関係が醸成された。 

    

    ＊添付補足資料 

    ・別紙第２「教育課目実施一覧表」 

・別紙第３「技術供与実習訓練（ＯＪＴ）実施一覧表」 

    ・別紙第４「年間の成果（ＰＣＤ隊員の声） 

 

（ｂ）反省点と今後への反映 

● 地雷処理作業効率化のためのドローンの活用 

      今年次は、パイロットレーン設定時のドローンの活用要領 

についてマニュアル化を実施したが、第３年次以降、処理活 

動の計画立案から処理現場や周辺地域の現況確認、作業指示、 

作業成果分析や教育指導等いろいろな段階における活用法に 

ついて検討を重ね、マニュアル化して、そのノウハウをＣＭ 

ＡＣに技術移転出来るようにすることが必要と考える。 

 またドローンの取り扱い操作についても、その特技者の育成 

を図ってゆく必要がある。 

● 修了試験結果 

  修了試験結果は、やや低迷した感がある。 

  全員が合格点の７０点をクリアーした一方、チーム別平均点 

は、第１２０小隊（２９名）が７７．１点、開発チ―ム（９ 

名）が８０．６点、ＥＲＷＩチーム（５名）が８１．０点、 

支援隊本部（４名）が８７．５点であり、素養試験からの伸 

び率は、それぞれ＋３．４点、＋１．３点、＋０．６点、＋３．

５点にとどまった。 

基本的な出題であったが、受験者４７名中９０点以上は僅 

     か５名、８０点台が１３名であった。その一方、受験者の６  

     割以上が７０点台で、その内１９名は７４点以下であった。 

受験者の年代を考えると十分な学校教育を受けられなか 

った者も多い模様で、文盲の隊員は今年次にはいなかったが、

試験中に問題文を指でなぞりながら何度も読み返す隊員や集

中力が途切れた様な隊員も散見され、ペーパー形式の試験に

不慣れな様子が看取された。 
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来年次以降の抜本的な対策は難しい面もあるが、ＯＪＴに 

おける基礎的知識の付与に更に努力するとともに、修了試験 

時には、試験官が問題を読み聞かせ、十分な時間をとって解 

答させる等の配慮が必要と思料する。 

  

（イ） 野外集合訓練 

訓練対象者：２５名（ＰＣＤ事業編成外のＣＭＡＣ機動小隊各 

級指揮官レベル） 

    ＣＭＡＣが選定した対象者をＰＣＤ事業地に集め、統合地雷処

理要領、特に密生林における統合地雷処理要領と地雷処理現場進

出のための進入路構築要領について、現地現物をもって展示・説明

するとともに実行動を実習させ、そのノウハウの普及を図った。ま

た、ドローンによるテクニカル・サーベイ要領について体験させ、

ドローンの有用性について理解させた。 

    

＊添付補足資料 

    ・別冊第４「野外集合訓練成果報告」 

 

（ウ）事後評価（巡回指導） 

ＣＢＰＤ事業で教育を受けた小隊及びチームの長以下全員が、

教育成果を各処理作業の現場で活用していることが確認できた。 

特に、ＪＭＡＳの教育で重視した「安全管理」に関する事項につ

いては、現場で作業を実施する一隊員に至るまで徹底できている

事を確認した。また、現場においては昨年指導した日本流の整理整

頓及び作業規律が徹底されており、頼もしく感じた。 

 

＊添付補足資料 

    ・別冊第５「事後評価成果報告」 

 

イ 地雷・不発弾処理 

  ＯＪＴの一環として、マライ郡に存在する地雷原の実処理及び住

民からの回収要請に対応した。 

（ア）達成された成果 

   裨益者数、処理実績については、以下のとおりである。 

裨益者数 

    直接裨益者数：   ９２名（地雷処理対象地の土地所有者） 

    間接裨益者数：８，２５７名（地雷が存在する村の人口）  

処理実績 

① 地雷原における処理実績 

    処理面積 ： １７０．０ヘクタール（計画１７０ヘクタール） 

    対人地雷 ：    １２１コ 

    対戦車地雷：      ０コ 

    不発弾  ：    １６３コ 

    破片   ： ６６，６２１コ 
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   ②住民からの回収処理要請 （昨年度） 

    出動回数 ： ５０回  （２２回） 

対人地雷 ：１５１コ  （１３コ） 

    対戦車地雷：  ６コ   （３コ） 

不発弾  ：３３７コ  （３４コ） 

 

辺境部の村々では、地雷等を発見した場合に何処に連絡すれば

よいか分からず、また連絡を受けた行政機関も回収要請の全てに

対応しきれない状況にあった。ある村では、危険回避教育実施後、

村民に呼びかけて不発弾等の回収を行ったところ、一度に約１０

０個近くの地雷や不発弾が回収されたことがあった。この村では、

これまで長年にわたって、発見された地雷や不発弾は、村民たちが

素手で道路の路側まで持ち運んで集積していたが、それらが回収

されないまま長期間放置されていたということだった。 

 

ウ 危険回避教育 

   事業地近傍の集落や小・中学校において、地域住民や生徒を対象

に、地雷・不発弾発見時の対応等を危険回避教育として実施した。 

   この際、ＪＭＡＳポスターやＪＭＡＳノート（不発弾等発見時の 

  連絡先記載）を配布した。 

（ア）達成された成果 

危険回避教育を１８回、合計１，４１２名（目標１，５００名） 

に行った。住民からの地雷・不発弾回収の要請回数や回収された地 

雷・不発弾の数が、前年事業と比較して大幅に増えたのは、この様 

な危険回避教育の成果が反映しているものと考えられる。 

また今回地雷回避教育を実施した村々では、子供たちが積極的に 

情報を提供してくれる様になり、子供たちに対する教育が有効であ 

る事が確認できた。 

（ウ） 反省点と今後への反映 

今年次事業期間の２０１９年１月に、マライ郡トゥールポンロー 

   コミューンにて、対戦車地雷の触雷事故が発生し、住民 1名が死亡 

した。事故現場は、ＰＣＤ事業地から南東へ３ｋｍ程のところで、 

大量の木材を積んでいたトラクターが、自然発生的に生まれた未 

舗装の生活道路を通行中、路上の穴を避けるために路側に小迂回 

しようとして、触雷したものである。 

 この様な痛ましい事故を二度と繰り返さないためにも、引き続 

き危険回避教育等の地道な活動を継続する必要がある。 

    また、今年次は、受講者数が目標値１，５００名を僅かながら下 

回る結果になった。来年次には、一度に多くの受講者を得られる 

学校での危険回避教育をより重視する等、努めて多くの住民に危 

険回避教育を提供できるよう努力する必要がある。 

 

   ＊添付補足資料 

   ・別紙第５「危険回避教育実施状況」 

   ・別紙第６「危険回避教育に対する住民の声」 
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エ 事業費の低減に繋がるＣＭＡＣからの協力受け  

   計画段階で調整したＣＭＡＣからの資器材、役務等の無償貸与は、

概ね計画通り受領することが出来た。 

 

オ 地域復興支援 ＳＶＣ事業（参考） 

   処理された旧地雷原を横断する形で新設道路を２本（約３．２ｋｍ

と１．４ｋｍ）建設した。またＰＣＤ事業地近傍の小学校を建て替え

た。これにより地域内あるいは他地域との往来が活性化し、民生の安

定や生活・学力レベルの向上を促している。加えて、旧地雷原の農地

化や土地活用も相まって、社会的・経済的活性化が著しく進展してい

る。村長から「泥棒が少なくなった」との報告もあり、最も貧しい住

民の生活レベルの底上げが地域の治安改善にもつながっている結果

と思料する。 

 

カ 広報（参考） 

  見学者：計２２回 ２３５名 

   見学者の所見からは、見学者が地雷・不発弾が住民の生命は勿論、

生活環境や生計手段に深刻な影響を与えていることを理解するとと

もに、日本政府やＪＭＡＳの取り組みに感銘を受けている事がうか

がえる。 

今後も見学者を積極的に受け入れ、日本国民のみならず他国の

人々に日本の活動をＰＲしいていく。 

 

   ＊添付補足資料 

   ・別紙第７「視察・見学者一覧表」 

   ・別紙第８「見学者所感」 

 

（４）持続発展性 

 

 

 

 

 「２０２５年までに判明している全ての地雷汚染地域を解放する」と

いうカンボジア政府の国家目標を達成するためには、バンテアイミア

ンチェイ州に依然広く残存する密生した竹林・灌木に覆われた高密度

の地雷原の迅速・効率的な処理が不可欠である。 

  バンテアイミアンチェイ州では、依然約１７，８００ヘクタールの

地雷原が住民の生活圏に隣接して存在し、その内特に竹林が密生する

処理困難な地雷原約７，０００ヘクタールがマライ郡に集中してい

る。 

  これらの地雷原は、その処理の困難性からＪＭＡＳのＰＣＤ事業開

始まで殆ど手付かずのまま放置され現在に至ったものであり、これま

でＣＭＡＣが独力で処理に関わって挫折した他は、マライ郡で活動し

た経験やノウハウを持つ国際ＮＧＯは存在しない。 

  ＪＭＡＳのＰＣＤ事業は、この様な厄介なマライ郡の地雷原に正面

から取り組む唯一の地雷処理事業であり、これまでの第１年次～第２

年次事業を通じ、密生した植生に覆われた高密度の地雷原を安全かつ

効果的に処理するための機械力と人力を適切に組み合わせて行う統合
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地雷処理要領について、実処理活動の中でその技術とノウハウを蓄積

してきた。正にＪＭＡＳ独自のユニークな地雷原処理技法ということ

ができる。 

今年次に参考資料として作成した「竹林の機械処理」（竹林の密生

度に応じたＤＭの運用技法）や「ドローンを使用したパイロットレー

ンの設定要領」等を含め、これまでにＣＭＡＣに技術供与されたこれ

らの植生を克服した統合的な地雷原処理の技術やノウハウは、今後

「２０２５年までに全ての地雷汚染地域を開放する」という国家目標

を掲げるカンボジア政府の地雷処理活動において、ＣＭＡＣの間に広

く普及・継承され、中核的な役割を果たしてゆくものと考える。 

     


